







女雇用機会均等法」が 1985 年に成立し、翌年施行されたのを契機に、20 代、30 代の高学歴（大
卒以上）女性の正規雇用就業者の割合が増加した（Abe、2011）。均等法以降の世代では晩婚化・
未婚化が進んでおり（安倍、2011）、Edwards and Sakai（2011）によると、均等法以降に学歴選択





























Beutell,1985）。WFC 研究では、育児負担が WFC を高めていることが明らかにされている（例えば、
Matsui, et al. 1995）。
　近年わが国では、女性の晩婚化、晩産化が進む中で高齢化も深刻化している。健康上の問題がな
く日常生活を送れる期間を示す健康寿命の平均は、男性 71.1 歳、女性 74.2 歳である（厚生労働省、
















































の年齢に関するデータを継続的にとっている。図４は、平成 21 年度および平成 25 年度人口動態統
計調査より、出産件数と女性の年齢についてのデータを取得し 7）、1955 年（昭和 30 年）、1965 年（昭
和 40 年）、1975 年（昭和 50 年）と、2003 年（平成 15 年）、2011 年（平成 23 年）以降の 3 年分のデー
タを用いて作成したものである。昭和のデータは 10 年おきの 3 時点分のデータしかないためそれを使
用し、平成のデータは転換期である 2003 年、そして直近の 3 年間のものを使用した。
　1950 年代から1970 年代の昭和の時代と 2003 年以降の平成の時代のデータを比較すると、折れ
線グラフの山は徐々になだらかになるとともに、内側の面積は狭くなり少子化が進んでいることが一目
でわかる。つぎに、グラフの山が昭和のデータではいずれも「25 ～ 29 歳」であるのに対して、平成
のデータでは、ピークが「30 ～ 34 歳」に移動していることがわかる。昭和のデータでは、「25 ～ 29 歳」
に出産する女性が最も多く、30 代半ばを過ぎてからの出産は少ない。しかし、2003 年にはじめて「25
～ 29 歳」の出産件数が「30 ～ 34 歳」の出産件数を下回り、以降、平成のデータでは、「30 ～ 34 歳」








の年齢階級別出生率・統計特殊出生率では、約半数の都道府県で「30 ～ 34 歳」の出生率が「25 ～
29 歳」の出生率を上回っているという報告と（厚生労働省、2010）、要介護者の年齢の分布および平
均寿命を参考に（厚生労働省、2011）、育児と介護の同時発生の可能性についての検討を行った。す
なわち、仮に母親の第 1 子出生時年齢を 34 歳として、このサイクルで三世代の年齢を考えると、要
介護率が高くなる75 歳を迎えるときに子は 7 歳であることから、育児と介護の同時発生が起こる可
能性が出てくるというものである。
　先述の通り、2013 年の健康寿命は男性が 71.19 歳、女性が 74.21 歳だった。2010 年の男性の健





1975 年 親の年齢 母親本人の年齢 子の年齢
第 1 子出生時 50 25 0
親の介護時 75 50 25
近年～ 親の年齢 母親本人の年齢 子の年齢
第 1 子出生時 68 34 0
親の介護時 75 41 7












　回答者の内訳は、I 社 72 人、E 社 93 人であった。両社合わせた回答者の男女比は、男性 56.4%、
女性 43.6 で、回答者の平均年齢は 42.7 歳であった。婚姻状況は、未婚 37.2%、既婚 59.8%、離別






去にあった」と回答したのは 21 名で、全体の 12.7%であった。属性別の内訳は、未婚者が 5 名、既








両立困難になったきっかけ 件数 男性 女性
激務 1 1 0
資格等の勉強 3 1 2
自分・配偶者・親の病気 6 2 4
育児 5 0 5
介護 4 4 0
育児と介護 1 1 0
不明 1 0 1
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ケース１：製造業Ｔ（a）社・正社員（40 代後半）
　インタビューは 2011 年 6 月に社内で実施した。







　インタビューは 2011 年 12 月に社内近くの店内で実施した。











　インタビューは 2012 年 11 月にインタビュイー の自宅に近い店内で実施した。









ケ スー 1 70 代 40 代後半 10 代後半 進行中
ケ スー 2 80 代 40 代半ば 3 歳と胎児 進行中
ケ スー 3 70 代 32 歳 7 歳と 5 歳 終了（約 10 年）












ケース４：製造業 K 社・正社員（50 代）




の事故当時、子どもは 5 歳（双子）だった。小学生になると学童に入れ、4 年生からは習い事に通わせ、
放課後すぐに家に帰らないようにした。双子だったのがよかったのか、2 人でなんとやってくれた。当
時インタビュイー の帰宅時間は、18 時から19 時だった（自宅は千葉県、職場は都内）。












































































　本研究で実施した調査の一部は科学研究費基盤研究（C）（2009 年度から 2011 年度、研究課題番号：
21500717「中高年の『お墓』観」研究代表者：伊波和恵）を使用しております。
注　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1） 合計特殊出生率は、第１次ベビーブーム期（1947（昭和 22）年から1949（昭和 24）年）には 4.3
を超えていたが、1950（昭和 25）年以降急激に低下した。その後、第２次ベビーブーム期（1971（昭
和 46）年から1974（昭和 49）年）を含め、ほぼ 2.1 台で推移していたが、1975 年に 2.0 を下回っ
てから再び低下傾向となった。1989 （平成元）年にはそれまで最低であった 1966 （昭和 41）年（丙
午：ひのえうま）の数値 1.58 を下回る1.57 を記録し、さらに、2005（平成 17）年には過去最低
である1.26 まで落ち込んだ（平成 25 年版 少子化社会対策白書）。なお、第１次ベビーブーム期は、
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4） 平成 26 年度版「厚生労働白書」より
5） 2022 年は、「大介護時代」とも「もうひとつの 2007 年問題」とも言われている（株式会社ワーク・ライフ・
バランスホームページ http：//www.work-life-b.com/wlb_bg.html（アクセス日 2014.12.5）および、
大塚万紀子（2011）UNISYS TECHNOLOGY REVIEW　第 109 号、AUG. 2011）。
6） この状態をわれわれは「ファミリー・ファミリー・コンフリクト」とした（篠崎他、2014）。
7） 昭和 30 年、昭和 40 年、昭和 50 年、昭和 60 年のデータと平成 7 年、平成 14 年、平成 15 年、
平成 17 年から平成 25 年までの各年のデータがある。
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